












Since 2008“School social work exploit program” has started on national subsidy． This paper aims to discuss what 
the present meaning of school social work is from the viewpoints of development in relation to school social work 
exploit program, social work professional system in Japan，and principle of social well-being．We then proceed to 
suggest the significance of the development of school　social work in relation to social work practice in general．
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1950 年～ 1970 年代半ば 高知県 「福祉教員」の設置
1962 年～ 1987 年 京都市 「生徒福祉課」の設置
1962 年～ 1984 年 大阪市 「あいりん学園」ケースワーカー配置
1986 年～ 1997 年 所沢市 所沢市「モデルプロジェクト」
1996 年～現在 北海道 「少年サポートチーム」（北海道警察）の設置
2000 年～現在 郡山市 「少年サポートチーム」（市教育委員会）の設置
2000 年～現在 赤穂市 「スクールソーシャルワーク推進事業」
2000 年～現在 結城市 スクールソーシャルワーカ （ー市職員）の配置
2001 年～現在 香川県 「スクールソーシャルワーカー派遣事業」
2002 年～ 2003 年 文部科学省 「サポートチーム等地域支援システムづくり推進事業」
2003 年～ 2006 年 文部科学省 「スクーリング・サポート・ネットワーク整備事業」
2004 年～ 2006 年 文部科学省 「問題行動に対する地域における行動連携推進事業」
2005 年～現在 大阪府 「スクールソーシャルワーカー派遣事業」
2007 年～現在 文部科学省 「問題を抱える子ども等の自立支援事業」
2007 年～現在 群馬県 「スクールソーシャルワーカー配置事業」





























道の 38 名であり、平均すると 12.2 名であった 。
　また、スクールソーシャルワーカー活用事業におけ
る勤務時間は、一般的には特に指定がない場合は年間
1,920 時間（1 日 8 時間勤務で週 5 日間× 48 週）となる
が、スクールソーシャルワーカーの年間平均勤務時間











































































































福祉士養成校協会は、2009 年 3 月 7 日に開催した「平


























































































　 　　国家資格　　　　　　　　 　 権利擁護 退院・退所 虐待対応 就労支援
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